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新しい分野の開拓をめざす意欲的な共同研究
一書評：角谷登志雄・牟礼早苗編「企業経営
と民主的変革」， ミネルヴァ書房， 1982年4月
刊，「講座・経営経済学9」-
長砂 賓
I 
ここで書評の対象としてとりあげる本書一一角谷登志雄・牟礼早苗編『企
業経営と民主的変革』ーーは，『講座・経営経済学』の最新刊•第 9 巻であ
る。この講座は，わが国のマルクス主義経営経済学者を総動員して企画さ
れ，すでに，第3巻，第10巻およぴ別巻をのぞく各巻が公刊されている。本
書がこの講座全体に占める位置を知るためには，すくなくとも全巻の編者と
書名はあげておく必要があろう。第 1 巻：谷田庄二•前川恭一編『現代企業
の基礎理論』， 第 2 巻：川崎文治・橘博•吉田和夫編『現代資本主義と経営
学説』，第3巻：片山伍ー・後藤泰二編『現代株式会社の支配機構』，第4巻
：今井俊ー・山下高之編『現代企業の管理構造』， 第5巻：石田和夫・大橋
昭一編『現代技術と企業労働』，第 6 巻：高堂俊弥•島弘編『硯代「合理化」
と労務管理』，第7巻：井上清・儀我壮一郎編『転換期の「多国籍企業」』，
第 8 巻：中谷哲郎・川端久夫•原田実編『経営理念と企業責任』， 第9巻：
角谷登志雄・牟礼早苗編『企業経営と民主的変革』， 第10巻：笹川儀三郎・
海道進・林昭編『社会主義企業の構造』， 別巻：編集委員会編『経営経済学
・回顧と展望』。全休として壮大なプランであり，わが国の「批判的経営学」
の力量を示している。この講座全体のなかでの本書•第 9 巻の役割は，それ
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以前の巻における資本主義企業経営の理論と実態の批判的考察を踏まえて，
わが国のきたるべき反帝・反独占の民主主義革命期に企業経営がどのように
変革されるか，「民主的企業」の創出はどのような客観的・主体的条件のも
とで準備・遂行されるか，それは「社会主義企業」になぜ成長・転化せざる
をえないか，をあきらかにすることにある，といえるであろう。
実際に，本書の「まえがき」は，その意図するところをつぎのように書い
ている。「これまで，現代国家独占資本主義， 日本資本主義のもとでの企業
経営の諸問題，および社会主義経済の理論的・実態的研究については，それ
ぞれかなり進んでいる。しかしながら，資本主義社会から社会主義社会への
移行にかかわる経済的諸問題，とりわけ発達した資本主義国の企業経営の変
革にかんする研究は，その大きな意義と重要性にもかかわらず，従来，ほと
んどみられなかった。ただ，ごく最近になって，その試みが個別的に芽生え
てきたのであるが，全体的にはようやく始まったばかりであって，けっして
十分なものとはいえない。本書は，この大変重要、ではあるが，しかしかなり
困難な理論的・実践的課題にいささかなりとも応えることができるならばと
考え，経済学・経営学の各領域の専門的研究者が共同して新しい統一主題に
取り組んだものである。その際，既成の教条的な規定や解釈に満足すること
なく，その批判のうえに，そして，できるだけ具体的な歴史的経過と現実を
冷厳に把握し吟味することをつうじて，発達した資本主義国，なかんずく日
本における経済民主主義，企業経営の民主的変革についての科学的理論を創
造的かつ自主的に構築し発展させるということを意図したのである。」 (i~
i)。
筆者が本書の書評を思い立ったのは，現在刊行中の『講座・今日の日本資
本主義』（大月書店）の第10巻『日本経済の民主的改革と社会主義の展望』
の共同研究・執筆者の1人として，筆者が本書のこのような意図に全面的な
共感を覚えるからであり，その成果を確かめることがこの研究分野での今後
のいっそうの前進にとって意義がある，と考えたからである。
本書は，序章， 9つの章からなる 3つの編からなる。序章「科学的社会主
84(164) 第 27巻第 2 号
義と企業変革」は本書の理論的総論部分であり，第1編「社会主義における
企業変革の歴史的経験」は， ソビエト，東ドイツ，および中国の歴史的経験
をあつかい，第2編「発達した資本主義における企業変革の闘争」は，フラ
ンス，イタリア，および西ドイツの経済・経営民主化を論じ，第3絹「企業
変革の諸問題」は，民主的国有化，民主的協同化，および革新自治体と企業
政策の諸問題をあつかい，結章「日本における民主的変革と企業経営」は，
当該問題についての日本の現状を論じて本書のしめくくりとなっている。熟
慮された構成である。各章は，共同研究をふまえながらも11人の研究者の個
人論文として書かれている。この新しい困難な課題にかんする共同研究を組
織された 2人の編者の意欲に敬意を表したい。しかし，その成果の評価につ
いては，まず個々の論文ごとにそれをおこない，最後に全体的総括が必要で
あろう。
]I 
序章「科学的社会主義と企業変革」は，本書の編者の1人，角谷登志雄立
命館大学教授の筆になる。教授は，『経営経済学の基礎』（ミネルヴァ書房，
1968年），『労働と管理の経楕理論』（青木書店， 1969年）， 『硯代帝国主義と
企業』（汐文社， 1973年），『現代の商業と変革』（ミネルヴァ書房， 1976年），
『科学としての経営学』（青木書店， 1979年）などの数多くの著作で展開さ
れている自説をこの序章で集約されている。
第1節「企業変革の科学的理論」では，科学的社会主義の立場から「企業
変革」問題を解明することの可能性と重要性が説かれている。「企業変革」
という用語はあまり耳なれないが，角谷教授はこれを「社会変革」に対応す
る概念として用いている。第2節「科学的社会主義の学説と社会変革」で
は，科学的社会主義の古典における「抽象的な社会主義‘‘像’'」の要約のあ
と，その「歴史的制約による不十分さ」が指摘される。たとえば，企業変革
の理論にかかわっては，社会的生産全体と個別的生産経営（＝企業）との関
係，企業相互の関係，企業内部の管理・運営，変革における企業や個人の役
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割，さらには小商品生産者としての中小零細企業・農漁業経営の広範な残
存，などにマルクスやエンゲルスがしかるべき注意をはらわなかった，とさ
れる。レーニンについても，「いくつかの不十分さないし不適切と思われる
点」が具休的に指摘されている (13~14ページ）。「要するに，マルクス・エ
ンゲルスとともに，このレーニンの学説についても，継承し堅持すべき諸点
と，その当時の歴史的な諸事情と政策に制約されておりしたがって今日では
不適切となったと考えられる諸部分とを，分析的に吟味することが必要であ
る」 (14ページ）。これには誰も異論はないであろう。ただ，とくにマルクス
の場合は，単にその歴史的制約という事情だけでなく，その理論のあらかじ
め意図された抽象性にもよることに正当な注意をはらう必要があろう。しか
し，いずれにしても，「企業変革理論の創造的展開」は必要である。
第3節「社会主義国における企業の変革」では主要な諸国の歴史的経験を
概観したあと，すぐれた成果とともに「多くの歴史的制約や否定的欠陥」が
あることが指摘されている。特定の国の「革命方式や政治体制や企業経営を
普逼的モデルとして絶対視」してはならず， 「科学的社会主義の先達が想定
した本来の見地と内容を吟味し継承しながら，より多面的に展開される社会
主義像を探求し，真に民主的かつ合理的な企業変革の方途と形態を明らかに
することが必要である」 (23~24ページ）。きわめて適切な指摘である。
第4節「発達した資本主義と企業変革」では，発達した資本主義諸国に共
通する経済的・政治的・社会的諸条件が「多数者革命」を法則的方向として
要求することが説かれ，そのさいの「民主的企業変革にかんして留意すべき
若干の問題点」を 5つあげている。第1は， 変革の漸進性， 段階性， 連続
性，などにかかわる。民主的国有化， 民主的規制， 民主的統制（管理）［経
営管理の民主化などによって企業の民主的変革がおこなわれ，それが，社会
主義的企業変革に連続的に発展する。企業の民主的変革は， 「民主的経済変
革，民主的計画化＝統制の一環」である（31~32ページ）。「民主主義的企業
変革」と「社会主義的企業変革」との区別と関連は別の個所 (30~31ペー
ジ）でもふれられているが，所有と管理の2側面からいっそう正確な理論展
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開が必要だと思われる。第2は，「経営＝管理の能率性（合理性）と民主制
＝教育性との関連」・矛盾の正しい理解・解決の重要性である。「管理の科学
化」とともに「管理の民主化」が追求されねばならない。第3は，企業の経
営管理と地域・産業・全国的な経済運営との結合・調整の重要性である。第
4は経済的自立の問題，最後は上部構造の変革とのかわりの問題である。そ
れぞれ重要なボイントをなす。
第5節「民主的企業変革の諸問題」では，企業変革を実現するうえでの革
新統一戦線，民主的政府，革命的な労働者階級，民主的階級的な労働組合，
革新自治体， イデオロギー・理論闘争の必要性が説得的に論じられ，最後に
「変革期における『科学としての経営経済学』」の確立•発展の切実性が訴
えられている。
この序章では角谷教授の年来の主張が疑縮された形で展開されており，科
学的経営経済学構築への教授の並み並みならぬ熱意と社会・企業変革問題へ
のきめて原則的なアプローチは，読者に強く訴える迫力をもっている。この
序章は，本書の序説であるとともに本書全体のすぐれた理論的総括論文であ
る。
皿
第1編「社会主義における企業変革の歴史的経験」は，ソ連，東ドイツお
よぴ中国の3カ国を扱かっている。簡単なコメントにとどめざるをえない。
第1章「ソビエトの歴史的経験」（金鐘碩・熊本商科大学教授）は， 2月
革命から10月革命にいたる短期間について労働者統制の推移を述べている。
史実への依拠の点では，各節末の文献注の校正がきわめて不十分である。労
働者統制の歴史的意義，その一般性と特殊性，本書のメインテーマとの開わ
り，などについてもっと言及して欲しかった，という不満が残る。
第2章「東ドイツの歴史的経験」（林親男・中京女子短期大学専任講師）
は， 1945~1949年の時期の東ドイツ企業経営の民主的変革を，共同決定権・
労働者統制にかかわる経営協議会と労働組合の関係に焦点をあてて論じてい
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る。 4つの時期について経営協議会から労働組合へ共同決定権・労働者統制
が移行し，生産協議会に至る推移を追ったあと，第4節で「経営協議会の歴
史的意義」を論じている。評者にはつぎの疑問が残る。経営協議会の解消は
本当に必然的であったのか， ドイツ的土壊のうえに発展していた労働者自主
管理の形態をつぶして，ソ連型の労働者の「管理参加」形態へ移行させると
ころに事態の本質があったのではないか，という疑問である。労働組合への
共同決定権の移行を単純に進歩的とみなすことはできない。また，それは民
主主義的変革から社会主義的変革への革命の段階的移行とも直接の関係はな
ぃ，と思われてならない。
第3章「中国の歴史的経験」（中村義人・立命館大学大学院 OD) は，
1948~52年の時期の中国における企業変革を扱っている。接収によって形成
された社会主義国営企業の「管理の民主化」の「挫折」が論じられている。
「社会変革の主体である労働者階級の内部編成である前衛党，行政，労働組
合のそれぞれの役割の相互編成」を「権力休系」と呼び (97ページ），その
視点から「民主化」が論じられている。だが，民主化は「権力」内部の問題
であるだけでなく，「権力」機構と「権力」行使の対象（勤労人民大衆）と
の関係の問題である，という視角も必要であろう。前者の枠内での「民主
化」は「挫折」せごるをえず，せいぜい不徹底なものにとどまらざるをえな
1,ヽ
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第2編「発達した資本主義における企業変革の闘争」は，フランス，イク
リア，およぴ西ドイツの経済と経営の民主化を扱かっている。
第 4 章「フランスの経済・経営民主化」（藤本光夫•愛知大学教授）は，人
民戦線政府，戦後政府 (~1947年），「共同政府綱領」 (1972年）における経
済・経営民主化政策を論じ，最近のミッテラン政権にもふれている。比較的
知られているところであるが，社会党と共産党の考えの相遮，その変遷がよ
く描かれている，フランスにおける社会主義的政策の豊かな伝統，社会主義
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勢力の「底力」，現在の左翼連合政権の行方， について改めて考えさせられ
る好論文である。
第5章「イタリアの経済・経営民主化」（松田博・法政大学講師）は，「労
働者憲章」制定 (1970年），協約闘争， および労働組合の「自主権」を論じ
ている。主として労働運動の側からの問題へのアプローチである。イクリア
の労働者階級が獲得している広範な諸権利，協約闘争を通じての「経営権」
介入・民主的規制の一定の実現，「伝導ベルト」論克服と「兼任禁止」とに
よる労働戦線の統一の前進，など，わが国の労働運動が学ばねばならない重
要な成果が示されており，教えられるところが多い。
第6章「西ドイツの経済・経営民主化」（泰地靖弘・竜谷大教授）は， 西
ドイツにおける経営参加とりわけ共同決定制についての諸見解を紹介し，共
同決定が労働者階級の利益の増進に役立っているとはいえない，とその限界
を指摘している。社会民主主義的政権のもとでの西ドイツ共同決定制の「理
論」と実態のいっそう立ちいった批判的研究‘は，労使協調路線にもとづく労
働戦線の右翼的再論が意図され，労働運動の右傾化がいちじるしいわが国の
硯状において，きわめて重要な意義をもっている。
V 
第3編「企業変革の諸問題」は，独占企業の民主的国有化，中小企業の民
主的協同化，革新自治体の企業政策，および日本における民主的変革と企業
経営，の4つのテーマを扱かっている。
第7章「独占企業と民主的国有化問題」（玉村博己・立命館大学助教授）
は，エンゲルスとレーニンにおける「国有化」の扱かいを検討したあと，「民
主的国有化」を国家の性格によって3つの類型に分類する。 1つは，発展途
上国における外国資本国有化の場合であって，第3節でその形態と補償方法
の多様性が論じられている。 2つは，先進資本主義国における反独占の民主
的国有化の場合であって，第2節でフランスの例が考察されている。 3つは
社会主義革命に連続的に転化する民主主義革命段階の国有化の場合であっ
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て，「過渡的方策としての国有化」として「社会主義的国有化」から区別さ
れる。この区分は確かに有益であるが，硯実の民主的国有化たとえば民主・
独立の日本においておこなわれるであろう民主的国有化は，これら 3類型の
すべてを含むものとなりうる，ということに注意したい。
第8章「中小企業と民主的協同化「（二場邦彦・立命館大学教授）は，中
小企業の協同化の必然性を， 1つには中小企業の経済的本質， 2つには中小
企業とそれにかかわる諸階層との関係の 2点にもとめ，わが国の協同化の現
状と課題を説明し，最後に，経済民主主義の実硯のうえでの協同化の役割を
論じている。大変わかりやすく説かれている。ただ，ここで「中小企業」そ
のものがなにを指しているのかが冒頭であきらかにされておれば，その「民
主的協同化」の意義がよりよく理解できたであろう。「生業的な層」， 「自営
業者層」，「中小企業層」という「中小雰細企業のなかでの階層性」について
の指摘 (210~211ページ）は興味深いが，それらのすべてが「中小企業」と
はいえないのではないか。
第9章「革新自治休と企業政策」（水津雄三・阪南大学教授）は，きわめ
て野心的な論文である。第1節では， 1960年代以降の経済危機がもたらした
「地域経済問題」に革新自治体が対処するさい，今や，「緊急避難的な救済
策」にとどまらず建設的な「振興育成策」が講じられねばならない，と主張
されている。第2節では，硯代都市が単なる「消費生活の場」にとどまらず
「生産と労働の場」ともなっている以上，都市の革新自治体は， 今や， 「貧
困の管理機関」．であるだけでなく， 「勤労大衆の生活，労働，営業，中小企
業経営や地場産業，地域経済などについての民主的•発展的管理の課題」と
取りくまなければならないし，そのためには，地方自治の「政策対象・範
囲」を拡大し，地方自治体の機構と機能を主体的，民主的に再編成すること
が不可欠である，と説いている。、第3章では， 「住民」の階級的・階層的な
特質，経済的位置に規定された「地域民主化運動」の諸要素を，中小企業労
働者，零細商工業者，中小企業家のそれぞれについて検討している。要する
に，「守り」から「攻め」への姿勢・政策の転換の必要性が熱っぽく説かれ
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ている。周知のように，近年，革新自治体がつぎつぎに「落城」し，その奪
還は容易でない時代に入っている。水津教授によれば，この論文の当初の執
筆時点＝1970年代後半に提起した問題点は，「現在でも依然として提起され
るべき」であり，「むしろ一段と強調されて然るべき」である (251ペー ジ）。
硯存の革新自治体を「防衛」し，「落城」した革新自治休の奪還をめざす人
ぴとが，大いに議論しなければならない論点であろう。
結章「日本における民主的変革と企業経営」（牟礼早苗・大阪産業大学教
授）は，わが国を含めて国家独占資本主義の危機が改治的・経済的民主主義
の徹底的達成を要求していること，わが国の場合は「民主連合政府綱領」
(1973年）および『日本経済への提言』 (1977年）にそれが表現されている
ことをしめしたあと，わが国における民主的計画化，民主的規制，および企
業の民主的管理のあるぺき姿を展望している。
ここで述べられているように，日本の経済・社会の構造的危機は深刻であ
り，しかも危機克服・打開の道としての民主的変革の諸課題は，すでにかな
りの程度体系的に解明されている。にもかかわらず，われわれにとって民主
的変革の実硯はけっして容易な事業ではない。なぜか。わが国ではそのため
の主体的力量がまだ大きく成長していないからである。それは，本書の他の
章が扱っているフランスやイクリアの場合にくらべて歴然とした差がある。
この冷厳な事実を直視しなければならない。わが国における民主的変革の主
休的勢力の力量不足，いいかえれば現代日本の支配階級の相対的な力量優位
の現状，その原因，それを維持している社会・経済的メカニズムの休系的な
科学的解明が急がれねばならない。牟礼教授も，企業の民主的管理の達成の
ための必要条件として，「企業・職場における自由と民主主義の確立，これ
にもとづく労働組合の階級的・民主的強化，労働戦線の階級的・民主的統
-」,「政治的・経済的民主主義の確立への革新統一戦線の結成」をあげてお
られる (277ページ）。われわれは，いわば初歩的なこれらの課題の地道な達
成にはげむことなしには，社会と企業の民主的変革にとりつくことはできな
いのである。
新しい分野の開拓をめざす意欲的な共同研究（長砂） （171)91 
※ ※ ※ 
総括しよう。本書は，書名が示している「企業経営と民主的変革」という
新しい分野の開拓をめざした意欲的な共同研究の成果である。個々の章にた
いするコメントのなかで筆者なりにいくつか注文をつけたが，それは本書全
体にたいする筆者の高い評価を損なうものではない。本書が、今までの『講
座・経営経済学』の読者だけでなく，民主的変革に関心を抱く人ぴととによ
って広く読まれることを希望したい。
(1982. 5. 4) 
